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《特定農業法人・特定農業団体 編》

１９．特定農業法人とは

「特定農業法人」とは何ですか？

「特定農業法人」とは農業経営基盤強化促進法により平成５年に創設された制度で、

担い手不足が見込まれる地域において、次のような性格を有する農業法人です（農業経

営基盤強化促進法第23条第４項）。

１．その地域の農用地面積の過半を集積する相手方として

２．農用地利用改善団体が作成する特定農用地利用規程に位置付けられた法人であって

３．農用地利用改善団体の構成員から農用地を引き受けるよう依頼があったときは、これに

応じる義務を負う。

【特定農業法人認定の手順】

農用地利用改善団体の結成（地域ぐるみの話し合いと合意形成）

○農用地利用改善団体の定款又は規約の作成

〔留意点〕地区の範囲：集落または大字、旧市町村等の範囲
目的：農地の有効利用、担い手への農地集積を図る
要件：農地権利者の３分の２以上の同意が必要

同意申請

特定農用地利用規定の作成 農業生産法人

同 意

○特定農用地利用規定に特定農業法人に関する事項を規定

①特定農業法人の名称及び住所

②特定農業法人に対する農用地の利用集積の目標

※区域内の農用地の過半を利用集積すること

③農用地の利用関係の改善（特定農業法人に対する農用地の利用権の

設定及び農作業の委託に関する事項）

※農業法人の同意が得られ農用地の利用引き受けが確実なこと

意見照会

市町村の認定 農業委員会・ＪＡ

意見提出

公 告 ※特定農業法人の成立

※特定農用地利用規程の成立（農用地利用改善団体の成立）

※認定手順の詳細については別添資料「特定農業法人認定の手順」参照

【特定農業法人のメリット】

① 特定農業法人は認定農業者、特定農用地利用規程は農業経営改善計画とみなされる。

（農業経営基盤強化促進法第23条第7項）

② 農業経営基盤強化備金制度（税制上の特例）が活用できる。

利益のうち一定額を準備金（損金扱い）として積立（内部留保）するもので、機械等更新時に

取崩し（益金算入）、同額を圧縮処理することで税負担が軽減される。

③ 水田経営所得安定対策、戸別所得補償制度等の対象となる。


